
ICTを利用し、時間や場所を有効に活用できるテレワークは、「人口減少時代における人材確保」や
「地方創生」に寄与し、「働き方改革」にも有効な手段として期待されています。本セミナーでは、
テレワーク全般の動向、セキュリティを含む情報通信技術や労務管理上の留意点、導入企業等の
事例などを説明します。

静岡

水令和元年12月18日
13：00～16：05（開場12：30）
※引き続き16：05より個別相談会
80名

無料

〒422-8063
静岡市駿河区馬渕1丁目17-1
TEL：054-255-8440
URL：https://www.azarea-navi.jp/shisetsu/access/

静岡県男女共同参画センター
（あざれあ）２階 大会議室

担　当：荒木、諸橋、井上
T E L：03-5577-4572　F A X：03-5577-4582
E-mail：hatarakikata@japan-telework.or.jp

主催：総務省東海総合通信局、厚生労働省静岡労働局、静岡県、東海情報通信懇談会 後援：静岡市、静岡商工会議所

※ご来場には公共交通機関をご利用下さい。
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株式会社WORK SMILE LABO
代表取締役 　石井聖博 氏
2015年より4代目として現職。より良い働き方を提案する会社への
変革に着手。本社をライブオフィス化し自社の働き方を実際に体験
できる「ワクスマ」事業を開始。中小企業に特化したテレワークなど
多様な働き方に挑戦し中小企業へテレワークの推進を行っている。
（2018年度総務大臣賞を受賞）

テレワーク導入企業等の事例③（企業の取組②）

株式会社NOKIOO　代表取締役　小川健三 氏
1977年静岡県生。2006年に静岡・浜松にUターン後、IT系・WEB
系企業にてERPシステム導入コンサルティング、中小企業のITマー
ケティング支援に携わる。2011年株式会社NOKIOOを創業。
「地方×IT×女性」をテーマに、地方から成長するベンチャー企業づ
くりにチャレンジ。

※申込に際して収集した個人情報は、目的外で利用することはありません。

テレワーク導入企業等の事例④（企業の取組③）

テレワークをめぐる最新動向
総務省　情報流通行政局　情報流通高度化推進室　担当者
テレワーク実施時の労務管理上の留意点
社会保険労務士法人NSR　テレワークスタイル推進室　CWO　武田かおり 氏
テレワークにおける情報通信技術面の留意点
株式会社テレワークマネジメント　マネージャー　シニア・コンサルタント　鵜澤純子 氏

テレワーク導入企業等の事例①（自治体の取組）
徳島県　経営戦略部人事課行政改革室長　髙﨑美穂 氏
テレワーク導入企業等の事例②（企業の取組①）
住友商事株式会社　人事厚生部　主任　武藤千明 氏
テレワーク導入企業等の事例③（企業の取組②）
株式会社WORK SMILE LABO　代表取締役　石井聖博 氏
テレワーク導入企業等の事例④（企業の取組③）
株式会社NOKIOO　代表取締役　小川健三 氏
個別相談会（原則、事前に相談内容を登録した方）
（例）テレワーク導入時のICT、労務管理、総務省のテレワーク施策など

QRコードhttp://teleworkkakudai.jp/seminar/
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テレワーク実施時の労務管理上の留意点

テレワークにおける情報通信技術面の留意点
株式会社テレワークマネジメント
マネージャー　シニア・コンサルタント　鵜澤純子 氏
ITコーディネータ。情報セキュリティ管理士。総務省テレワークマ
ネージャー。総務省地域情報化アドバイザー。テレワークセキュリ
ティガイドライン検討会構成員（2017年度）。総務省等のテレワー
ク普及事業において50社以上の導入コンサルティングに従事。

社会保険労務士法人ＮＳＲ
テレワークスタイル推進室　ＣＷＯ　武田かおり 氏
社会保険労務士。総務省地域情報化アドバイザー。政府事業・企業・
団体等講演多数、相談1000件以上。労働新聞社「テレワーク最前線
（全24回）」連載、日経ムック『実践！テレワークで「働き方改革」』監
修、日本法令「テレワーク導入・運用の教科書」共著など。

徳島県　経営戦略部人事課行政改革室長　高﨑美穂 氏
2018年4月より現職。徳島県では、テレワーク・デイズに「特別協力
団体」として参画するなど「時間と場所に縛られない柔軟な働き方」
の推進により、業務の効率化はもとより、職員が能力と意欲を発揮
できる職場環境の実現を目指しています。

テレワーク導入企業等の事例①（自治体の取組）

テレワーク導入企業等の事例②（企業の取組①）
住友商事株式会社　人事厚生部　主任　武藤千明 氏
2015年入社。 ビル事業部に配属。神田地区での大型複合施設開発
プロジェクトやオフィスビルのテナントリーシングに従事した後、
2018年より人事厚生部に異動。現在は、働き方改革プロジェクトや
労務管理等を担当。

主催者挨拶
総務省　東海総合通信局　情報通信部長　金子賢二
厚生労働省　静岡労働局　雇用環境・均等室長　松本春美 氏
静岡県　経営管理部ICT推進局　ICT政策課長　小泉圭之 氏




